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はじめに
被保険者等の故意による保険事故招致免責の根拠，そこでいう「故意」の内
容，または，重過失免責の根拠，さらには，いわゆる第三者による保険事故招
致といった保険事故招致免責に関する諸問題については，今まで，多くの検討
がなされてきた。
比較法的な研究といえば，まず，我が国の保険事故招致免責規定と類似する
規定を有するとされ，多くの先行業績があるドイツ法に関する検討が挙げられ
るであろう°。
1) 大森忠夫「被保険者の保険事故招致」同 「保険契約の法的構造』 （有斐閣， 1952
年） 203頁以下。竹演修「保険事故招致免責規定の法的性質と第三者の保険事故招
致 (2• 完）」 立命第171号 (1983年） 635頁以下参照。坂口光男 「保険事故の招致
と保険者免責」同『保険契約法の基本問題」 （文演堂， 1996年） 51頁以下。
多くの先行業績が出された時点でのドイツ保険契約法第61条は，「保険契約者が
故意または重大な過失により保険事故を生 じさせたときは，保険者は給付義務を免
れる。」と定めていた。しかし，その後，保険契約法が改正され，保険事故招致免
責規定の内容が変化した。すなわち， 2008年 1月1日施行のドイツ保険契約法第81
条は， 「① 保険契約者が故意に保険事故を生 じさせたときは，保険者は給付義務を
負わない。② 保険契約者が重大な過失により保険事故を生じさせたときは，保険
者はその給付を保険契約者の過責の重大性応じた割合で縮減することができる。」
と定めたのである。新井修司＝金岡京子 （共訳）『ドイツ保険契約法 (2008年 1月
1日施行）』（日本損害保険協会 ＝生命保険協会， 2008年） 288頁 〔新井修司〕。
竹演修は，「ドイ ツ保険契約法第61条の規定する内容が日本商法第641条後段の
それと類似している」と述べる一方で，我が国の改正前商法第641条と改正前ドイ
ツ保険契約法第61条の文言上の相違点を以下のように述べている。「① 第61条には
被保険者が掲げられていないこと， ② 第61条は『故意』と記され，第641条後段は
「悪意』 と記されていること， ③ 第61条は 「保険事故を招致したとき』を問題に
しているが， 第641条後段は『悪意若クハ重大ナル過失二因リテ生シタル損害』を
問題にしていること， ④ 第61条は 「保険者はその給付義務を免れる』 と定める／
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これに対して，フランス法における保険事故招致免責については，故意の内
容，第三者による保険事故招致等に関する判例・学説がすでに検討されてはい
るものの叫後に述べるように，従来の研究によって公表された成果だけでは，
不十分であるように思われる。
そこで，フランス法における保険事故招致免責に関する包括的検討の出発点
として，本稿は，その前提となる当該免責規定の立法過程およびその解釈につ
いて検討する。
問題の所在
保険契約者，被保険者または保険金受取人が故意に保険事故を招致した場合，
保険者は責任を負わない。このような保険事故招致免責は，各国で多少の違い
はあるものの， 一般に認められているものである叫
我が国では，たとえば，損害保険契約における保険者免責に関する保険法第
17条が，第 1項で，「保険者は，保険契約者又は被保険者の故意又は重大な過
失によって生じた損害をてん補する責任を負わない。戦争その他の変乱によっ
て生じた損害についても，同様とする。」と定め，第 2項で，「責任保険契約
（損害保険契約のうち，被保険者が損害賠償の責任を負うことによって生ずる
＼が，第641条は『保険者之ヲ填補スル責二任セス』と定めること，である」。竹演・
前掲論文636頁以下。
2) 山野嘉朗『保険契約と消費者保護の法理』（成文堂， 2007年） 182頁以下において，
故意免責に関する諸問題について，判例・学説が紹介されている。
3) たとえば， ドイツ保険契約法第81条（損害保険）• 第103条（責任保険）• 第137条
（運送保険）• 第162条（生命保険）• 第183条（傷害保険）• 第201条 （疾病保険），イ
タリア民法典第1900条，スイス保険契約法第14条がある。 ドイツ法につき，新井＝
金岡・前掲注(1)33, 40, 50頁〔新井修司〕， 57,64, 70頁〔金岡京子〕，イタリア
法につき，新井修司 ＝金岡京子ほか（訳）『ドイツ，フランス，イタリア，スイス
保険契約法集』（日本損害保険協会＝生命保険協会， 2006年） ll-5頁〔岡田豊基〕，
スイス法につき，新井＝金岡ほか・前掲書N-4頁〔i番阿憲〕を参照。
また， 2009年に公刊されたヨーロッパ保険契約法原則 (Principlesof European 
Insurance Contract Law)第9: 101条〔損害との因果関係〕第］項も参照。小塚荘
一郎＝後藤元ほか『ヨーロ ッパ保険契約法原則 Principlesof European Insurance 
Contract Law (PEICL)』（公益社団法人損害保険事業総合研究所， 2011年） 64頁。
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ことのある損害をてん補するものをいう。以下同じ。）に関する前項の規定の
適用については，同項中『故意又は重大な過失』とあるのは，『故意」とす
る。」と定める°。
フランス法に目を転じてみると，フランス保険法典 L.113-1条は以下のよ
うに規定している叫
Les pertes et les dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par 
la faute de }'assure sont a lacharge de l'assureur, sauf exclusion formelle et 
limitee contenue dans la police. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas des pertes et dommages provenant 
d'une faute intentionnelle ou dolosive de l'assure. 
偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅失
および損傷は，保険証券に明白かつ限定的に記載された免責条項がない限
り，保険者の負担とする。
ただし，被保険者の fauteintentionnelle ou dolosiveによ って生じた滅
失および損傷については，保険者は責任を負わない。
このように，フランス保険法典が問題としているのは，被保険者の ≪faute
intentionnelle≫ と≪fautedolosive ►> である 6) 。 前者は「故意的」フォート，後
4) 損害保険における法定免責事由を定める保険法第17条，生命保険契約のうち死亡
保険契約の法定免責事由を定める保険法第51条および傷害疾病定額保険契約におけ
る法定免責事由を定める保険法第80条は，すべて任意規定である。したがって，約
款で法定免責事由以外の免責事由を定めることができる。逆に，法定免責事由に該
当する場合に保険給付を行う旨の約定をすることも，それが公序良俗に反するよう
な場合を除き， 一般的には有効であると解されている。萩本修 （編著）「一問一答
保険法』（商事法務， 2009年） 120, 193, 194頁参照。
5) なお，本条は，強行規定である（保険法典 L.111-2条）。 この点については，後
述する (2-2)。
6) 条文上は， ≪fauteintentionnelle ou dolosive≫ であるが，判例・学説上，≪faute
intentionnelle≫ と ≪fautedolosive≫ と表記されることが多い。これを本来分離す
べきものと立法者が考えていたかどうかについては後述する (2-1)。
我が国の保険法第17条が「保険契約者又は被保険者」と規定しているのに対し，
フランスの保険法典 L.113-1条は， 「被保険者」のみを規定している。原文の
≪assurいは，保険法典では，「保険契約者」を指す場合もあるが， L.113-1条で？
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者は「詐欺的」フォートと訳出されることが多い7)。被保険者の「故意的」
＼は，「被保険者」の意味であると解されている。LAMBERT-FAIVRE(Y.) et LEVENEUR 
(L.), Droit des assurances, 13e ed., Dalloz, 2011, n°390, p. 306. 山野・前掲注(2)66 
頁注 1参照。
7) 以下では，フランス保険法典 (1976年7月16日制定）の前身である，保険契約に
関する 1930年 7月13日付法の制定以降，この ≪fauteintentionnelle≫ と ≪faute
dolosive≫ がどのように訳されてきたのかを，時系列に沿って，概観しよう。
佐藤義雄「現行佛蘭西「保険契約法』正文」同志社論叢第36号虎 (1931年） 196頁
では，「被保険者の故意又は詐欺的なる過誤」と訳されており，現在の訳語との差
異はないといってよい。
米谷隆三 「佛蘭西『保険契約法』正文」東京商科大學研究年報法學研究第 1号虎
(1932年） 335頁では，「故意又ハ認識アル過失」と訳出されているが，米谷隆三の
「佛蘭西『保険契約法』正文」の原稿（日本生命図書館所蔵）では，「故意又ハ詐
欺ノ過失」と訳出されていた点がとても典味深い。
大森忠夫「保険契約法」『佛蘭西商法 [I]』（現代外国法典叢書 (19)) (有斐閣，
1957年） 40頁では，「意識的過失」と「故意的過失」と訳されているが，大森忠夫
は，「故意的過失 (fauteintentionnelle ou dolosive)」とも表記しており，「玄玄に
faute intentionnelleとfautedolosiveとは全く同意語であって麗別はなく，保瞼金
支彿を匝接の目的とする行為を云ふ。fautedolosiveは文字通り謁せば故意的過失
であるが，この過失 (faute)は邦語の故意に封する過失といふ様な厳密な意味でな
< , faute dolosive が即ち故意に該常する 。」としている 。 大森• 前掲書41頁参照。
保険法典成立 (1976年）後に出された，松島恵「被保険者による保険事故招致
の担保可能性とその限界一ーフランスの判例および学説を中心として一ー」田辺康
平先生還暦記念『保険法学の諸問題』（文慎堂， 1980年） 256頁以下では，「故意的
過失」と「詐欺的過失」と訳されていた。
岩崎稜 （監訳）生命保険文化研究所（訳）『フランス保険法典I保険契約法（法
律・政令・省令） 1983年段階』（生命保険文化研究所， 1985年） 38頁では，「意図的
または詐欺的な過失」と訳され，武知政芳＝今井薫（監訳）フランス保険研究会
（訳）『フランス保険法典I保険契約法（法律・政令・省令） 1997年段階』（生命保
険文化研究所， 1998年） 6頁では，「故意的もしくは詐欺的行為」と訳されていた。
新井＝金岡ほか・前掲注(3)I -11頁〔笹本幸祐〕では，「故意的行為失態」と
「詐欺的行為失態」と訳されていた。
山野・前掲注(2)67頁では，「故意」と「詐欺」と訳されている。
以上の訳語例を見る限り，保険法典 L.113-1条における ≪dolosive≫ は，主に，
「詐欺的」と訳出されていることがわかる。
また，民法上での訳語ではあるが，山口俊夫（編）『フランス法辞典』（東京大学
出版会， 2002年） 227頁は， fauteintentionnelleを「故意による非行」と訳し，「他
者を害する意図で行われる非行。広義では，他者に損害を与えることを知りなが／
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フォートによる損害は，放火などを例にとるとわかりやすい。 しかし，被保険
者の「詐欺的」フォートによる損害とは具体的に何を指すのであろうか。これ
が筆者の抱いた最初の疑問である。
現在のフランスの判例法理によれば， ≪faute intentionnelle≫ と ≪faute
dolosive≫ は同一視されるものであるとされ，山野嘉朗による先行研究におい
ても，そのように紹介されている見しかし，この先行研究では， ≪faute 
intentionnelle≫ と ≪fautedolosive≫ が区別されていた時期については，言及
されておらず，保険契約に関する1930年7月13日付法の立法段階における条
文の変遷についても，扱われていない。また，この先行研究では， ≪faute 
intentionnelle≫ に主眼が置かれており， ≪fautedolosive≫ は， ≪faute
intentionnelle≫ に吸収されたものとして，直接扱われてはいない。
本稿は，この先行研究において扱われていない部分に光を当てようというもの
である叫たしかに，なぜ≪fauteintentionnelle≫ と同一視された ≪fautedolosive > 
＼ら行われる非行を指す。」と説明し， fautedolosiveを「詐害意図による非行」と訳
し，「契約上の非行の一種。かつては故意による非行 fauteintentionnelleと同義で
用いられていたが，現在では不誠実な債務者がそれと知りながら履行を怠ることを
指す。」と説明している。この民法上の fautedolosive概念は，後述するように
(3-3), 本稿が対象としている保険法上のフォート概念に関係している。
8) 山野・前掲注(2)189頁注15。
9) faute dolosiveに関して述べられている先行研究としては，以下の 2つが挙げら
れる。本稿は，これらの先行研究に，立法資料の検討結果と新しい判決の検討結果
を加えている。
松島・前掲注 (7)253頁以下は， B1GOT(J.), ≪Assurances de responsabilite; les 
limites du risque assurable≫, RGAT 1978, p. 179 et s. を基に，フランスの判例・学
説および Bigotの見解を紹介している。
山田泰彦『船主責任制限の法理』（成文堂， 1992年） 211頁以下は， faute
inexcusableの検討の一環として，フランス法における悪意・重過失概念について
検討している。すなわち， 1955年に成立した航空運送に関するワルソ一条約ヘーグ
議定書が航空運送人の責任制限阻却事由として「損害を発生させる意思をもって，
または無謀にかつ損害の発生のおそれがあることを認識してなした運送人またはそ
の被用者の作為または不作為」を規定しており，この「無謀かつ認識」要件と故
意・重過失の関係を考察しているのである。山田泰彦は，フランス法における「無
謀かつ認識」要件について，以下のように述べる。すなわち，「もとより，「無謀/'
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を再び取り扱う必要があるのか， という疑問を持たれるかもしれない。しかし，
再び ≪fautedolosive >>を取り扱うことには，大きく分けて 2つの理由がある。ま
ず第 1に， ≪fauteintentionnelle≫ と≪fautedolosive≫ が同一視されるものである
＼かつ認識』要件それ自体は，フランスにおいても，これまでにない独自の要件であ
るかのように思われた。しかしながら，『無謀かつ認識』要件を悪意 (dol) と重大
なフォートとの中間にあるものと解するならば，かかるものとしてフランスでは，
faute inexcusable=許しがたいフォートがあったのであり，これが，「無謀かつ認
識』要件に相当するものとされたのである」， と（山田・前掲書213頁）。なお，山
田泰彦は， fautelourdeを「重大なフォート」と訳しているが，本稿では， faute
lourdeを「重いフォート」と訳すことにする。
ヨーロッパ保険契約法原則第9:101条〔損害との因果関係〕第 1項は，「保険契
約者又は被保険者は，損失を発生させる意図をもって又は損失の発生のおそれがあ
ることを認識しながら無謀にした自己の側の行為又は不作為により損失が発生した
限度においては，損害のてん補を請求することができない。」（下線筆者。下記の英
文• 仏文においても同様。）と定めている（小塚＝後藤ほか• 前掲注(3)64頁）。原
文は以下のとおりである。なお，各国語訳は http://www.restatement.info/ 
(Universitat Innsbruck)で入手可能である。
Article 9: 101 Causation of Loss 
(1) Neither the policyholder nor the insured, as the case may be, shall be 
entitled to indemnity to the extent that the loss was caused by an act or 
omission on his part with intent to cause the loss or recklessly and with 
knowledge that the loss world probably result. 
ヨーロッパ保険契約法リステイトメントプロジェクトグループのメンバーである
Jerome Kullmannと EmeseKaufmann-Mohiがフランス語訳を公表している。
Article 9 : 101 Cause du dommage 
(1) Ni le preneur d'assurance, ni l'assure, selon le cas, n'a le droit d'etre 
indemnise lorsque le dommage resulte d'un acte OU d'une omission qu'il a 
commis, soit avec !'intention de provoquer un tel dommage, soit temerairement 
et avec conscience qu'un tel dommage en resulterait probablement. 
ここでは，「損失を発生させる意図」という文言が， ≪intentionde provoquer un 
tel dommage≫ と表現され，「損失の発生のおそれがあることを認識しながら無謀
口という文言が， ＇’ ~ ≪temerairement et avec conscience qu un tel dommage en 
resulterait probablement≫ と表現されている。山田泰彦の研究は，航空運送人の責
任制限阻却事由における「無謀かつ認識」要件を対象としたものであったが，今後，
ヨーロッパ保険契約法がフランス保険法に影響を与えることになった場合には，保
険者免責の分野においても，この「無謀かつ認識」要件がフランス保険法にいうと
ころの fauteinexcusableと対応するのかということが検討される余地がある。
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としても，それは立法当初からそうであったのか，なぜそれらが区別された時期
が存在したのか，そして，同一視される必要があるのはなぜかという問いに答え
る必要があるからである。第2に， ≪fauteintentionnelle≫ と≪fautedolosive ►► の
同一視がフランスの判例・通説であるとされてきたにもかかわらず， 2008年10月
7日に破毀院第3民事部が，被保険者の ≪fautedolosive ►► を認めたからである。
本稿の目的と対象
本稿の目的は，第 1に，フランス保険法典 L.113-1条の立法過程を検討す
ることによって，立法者意思を明らかにすることである。そして，第 2に，立
法後， 2008年の破毀院判決に至るまで，その立法者意思がどのような影響を受
けて修正されてきたのかを明らかにすることである。
本稿は，主として，保険法典 L.113-1条にいうところの ≪fautedolosive≫ 
を対象とし， ≪fauteintentionnelle≫ の内容の変化についての議論を対象とす
るものではないJO)。もっと も，現在の破毀院の判例法理では，前述のとおり
≪faute intentionnelle≫ と≪fautedolosive≫ の同一視がなされているため，
般的な内容については触れる。
本稿の検討順序
本稿では，まず，フランス民法におけるフォート概念について概観するJI)
(1)。保険法典 L.113-1条にいうところの fauteintentionnelle ou dolosiveは，
faute volontaire (意思的フォー ト）を前提としている12)。したがって， faute
10) faute intentionnelleは「損害を発生させる意思」を伴う意思的フォートであると
いうのが，長い間，破毀院で採用されてきた見解である。しかし，破毀院第 2民事
部2005年 9月22日判決が，保険法典 L.113-I条と民法典1964条の問題について取
り扱ったことで，破毀院の考えが変わったのかどうかが問題となった。この点につ
いては，山野・前掲注(2)208頁以下参照。
11) 山野嘉朗は，「直訳すると，故意的または詐欺的フォートとなるが，フォート概
念自体，日本語になじむものではないので，故意または詐欺と訳した方が理解しや
すいであろうし，そう訳出したとしても大過ないであろう。」としている。山野・
前掲注(2)187頁注7。
12) 判例・学説において，意思的フォートが要件であることについて異論はない。こ
の点については，後述する (3-2)。
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の内容を概観することで， fauteが意思的 (volontaire)であることの意味を明
白にしておくのが適切である。
次に，保険事故招致免責規定の立法の変遷を概観する (2)。現在は faute
intentionnelle ou dolosiveが問題とされているが，常にそうであったわけでは
ない。立法過程を概観することで，付保されうるフォートと付保されえない
フォートとの違いが示されることとなる。また，そもそも立法者が faute
intentionnelle ou dolosiveの<<intentionnelle≫ と≪dolosive≫ という 2つの形容
詞の関係をどのように捉えていたかについても，ここで示されることとなる。
そして，最後に， fauteintentionnelleとfautedolosiveの関係について論ず
る (3)。ここでは，まず，保険事故招致免責の根拠を示し (3-1),次に，
faute intentionnelleについて確立された判例法理がいかなるものかを述べる
(3-2)。次に，保険法典 L.113-1条にいうところの fautedolosive概念に影響
を与えた民法上の fautedolosive概念の検討を行う (3-3)13)。最後に，事業者
責任保険における保険事故招致免責の検討を行う (3-4)。というのも，民法上
の fautedolosive概念の確立が影響を与えたのは，事業者責任保険における保
険事故招致が問題となる場面だからである。
なお，本稿が対象としている保険法典 L.113-1条は，人保険にも適用され
る一般規定であるが， とくに断らない限り，損害保険を念頭に置く。また本稿
では， faute を「フォート」と表記し， fauteintentionnelleおよび faute
dolosiveは，原語の形で表記する。
1. フォート概念 (faute)
1-1. フォートの意義14)
13) この点については，山田・前掲注(9)240頁以下において，当時の学説の検討がな
されている。
14) フォート (faute)自体は，民法特有の概念ではない。たとえば，刑法上の
フォートが存在する。これは，フランスの刑法体系においては，犯罪の主観的要素
であるとされている。井上宜裕「フランスの犯罪体系論」法時第84巻第 1号 (2012
年） 34頁参照。 ／ 
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1804年の民法典（いわゆるナポレオン法典）の一般不法行為に関する規定で
ある 1382条は，不法行為の成立要件として，① フォート (faute) ② 損害
(dommage) ③ フォートと損害との因果関係 (liende causalite) を要求して
いる 15)。すなわち，民法典1382条16)は，「他人に損害を生じさせる人の所為は
いかなるものであってもすべて，フォートによってそれをもたらした者に，当
該損害を賠償する義務を負わせる。」と規定しており，不法行為責任の成立要
件として，条文上，フォートを要求しているのである17)。
＼ 本稿が民法上のフォートを取り扱うのは，保険法上のフォートに関する記述にお
いて，まず一般法（民法）上のフォートが参照されるからである。また，後述する
責任保険においては，民事責任に基づく損害賠償が問題となるのであって，民法上
のフォートを概観することは有益である。
15) 野田良之「フランス民法における fauteの概念」我妻栄先生還暦記念「損害賠償
責任の研究上』（有斐閣， 1957年） 111頁。
16) 本条の訳文は，法務大臣官房司法法制調査部「フランス民法典-—ー物権・債権関
係一 」法務資料第441号 (1982年） 135頁を参考にした。原文は以下のとおりであ
る。
Article 1382 
Tout fait quelconque de l'homme, qui cause a autrui un dommage, oblige 
celui par la faute duquel il est arrive, a lereparer. 
17) 契約責任に基づく損害賠償についても，不法行為責任と同様に，① 債務の不履
行または履行遅滞により損害が生じたこと，② その不履行または履行遅滞につき，
債務者にフォートがあること，③ 損害とフォートとの間に因果関係があることが
要件であるとされている。山口俊夫『概説フランス法下』（東京大学出版会， 2004
年） 135頁。債務不履行から生じる損害賠償責任について規定する民法典1147条は
以下のように定める。
Article 1147 
Le debiteur est condamne, s'il y a lieu, au paiement de dommages et 
interets soit a raison de l'inexecution de l'obligation, soit a raison du retard 
dans l'execution, toutes les fois qu'il ne justifie pas que l'inexecution provient 
d'une cause etrangere qui ne peut lui etre imputee, encore qu'il n'y ait aucune 
mauvaise foi de sa part. 
（債務者は，必要がある場合には，その者の側になんら悪意が存しない場合
であっても，不履行がその者の責めに帰すことができない外在的事由から生じ
たことを証明しないときはすべて，あるいは債務の不履行を理由として，ある
いは履行の遅滞を理由として損害賠償の支払いを命じられる。）
本条の訳文は，法務大臣官房司法法制調査部・前掲注(16)70頁に依った。 ／ 
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では，そのフォートとは何か。野田良之によれば，「日常語としての faute
は，人の行為の容態に関するものとはかぎらないし，これを容態に関するもの
として見た場合にも，何らの価値判断を含まぬ使用法から極めて強度の非難を
含む使用法に至るまで非常な幅のあるニュアンスにとんだ語」である18)。また，
「ナポレオン法典はドマの伝統に従って，このような幅の広い概念を表わすも
のとして日常語： fauteをとりいれたものである」19)。20世紀初頭， Planiolが
フォートに関して明確な定義付けを試みた。 Planiolによれば，「フォートとは，
先存する債務に対する違反である」20)。この定義は，フォートの最も中核的な
＼ 損害賠償の要件としての債務者のフォートは，条文上，明文規定がない。しかし，
1147条にいう「不履行 inexecution」の概念に，「契約上のフォート faute
contractuel」の概念が内包されているものと 一般に解されている。山口• 前掲書
136頁。債務不履行をもって「契約上のフォート」とするのは， Domat以来の伝統
であるとされる。民法典編纂過程における契約上のフォートについては，今野正規
「フランス契約責任論の形成 (1)」北法第54巻第4号 (2003年） 298頁以下が詳しい。
18) 野田・前掲注(15)118頁。
19) 野田・前掲注(15)119頁。Domat(ドマ）の見解については，飛世昭裕「フラン
ス私法学史における『フォオト』概念の成立（一）」北法第41巻第 5=6号544頁以
下が詳しい。
20) PLANIOL (M.), ≪Etudes sur la responsabilite civile: du Jondement de la 
responsabilite≫, Rev. crit. Legis. et juris., 1905, p. 287では， ≪Toute faute est une 
contravention a une obligation preexistante. ≫ と表現されているが， PLANIOL(M.) 
et RrrERT (G.), Traite elementaire de droit civil, t. 2,1oe ed., LGDJ, 1926, n°863, p. 
290では， ≪Lafaute est un manquement a une obligation preexistante. ≫ と表記さ
れており，また， ≪violationd'une obligation preexistante. ≫ とも表記されることが
ある。 FABRE-MAGNAN(M.), Droit des obligations, 2-Responsabilite civile et quasi 
-contrats, 2eed., PUF, 2010, p. 89; M俎 AURIE(P.), AYNES (L.) et STOFFEL-MuNCK (P.), 
Les obligations, 4e ed., DEFRENOIS, 2009, n°51, p. 29. 
Planiolがフォートに対する制裁として責任を観念したことにより，理論的には，
不法行為責任と契約責任の差異はなくなり，契約上のものであれ，不法行為上のも
のであれ，フォートは「先存する債務に対する違反」と定義されるのである。今
野・前掲注(17)258頁。
Planiolがフォートを定義する際に「債務 (obligation)」という語を用いる場合
には， 一般的に「債膀」．と＼ヽう．謡迄用いる債樟薩と．債務・者を結ぶ法的関係という意
味よりも広く，先存する何らかの規範に対する違反を意味している。「債務
(obligation)」という語は，特定の相手方との間に存在する関係性を含意する概／
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要素を法的に表現したものとして，その後のあらゆるフォートの概念規定の基
礎を提供したものであり，学説史的に非常に重要であるとされる21)。この定義
は，極めて客観的な概念としてフォートを捉えている。そこで，客観的要素だ
けをもってフォート概念を説明する学派と，ナポレオン法典以来，フォートの
概念に主観的要素が不可欠であるとする学派とに分かれることになる22¥
以下においてフォートの諸要素について概観することにしよう 。
1-2. フォートの要素
フォートの客観的要素と主観的要素を分けて検討する23¥
1-2-1. フォートの客観的要素
フォートがあるというためには，まず，物質的要素と違法性要素の 2つの客
＼念であったと言われ，その意味で，特定の相手方を想定しない「義務 (devoir)」
とは区別される。Jourdainは，この点を踏まえて， Planiolの定義を修正し，「先
存義務の違反 (latransgression d'un devoir preexistant)」と定義している。
JouRDAIN (P.), Les principes de la responsabilite civile, 7e ed., Dalloz, 2007, p. 44. 
今野正規「民事責任と社会秩序 (2• 完）—―ー社会思想からみた19世紀フランスに
おける民事責任の変遷ー一」ー関法第61巻第2号 (2011年） 104頁参照。
21) 野田・前掲(15)127頁。
22) 野田・前掲(15)128頁。
フランスの法律用語辞典である， CoRNU(G.), Vocabulaire juridique, PUF, 2007, 
p. 402によれば，民法上のフォートとは，以下のようなものである。「次のものの
結合を前提とした違法な行為である。① 物質的要素：原因行為 （積極的行為ー一
作為，または差し控えること一ー不作為から構成される。）， ② 違法性要素：義務
に違反すること，法 （法律，慣習など）に違反すること， ③ （いわゆる客観的
フォ ートの理論は別として，）精神的要素：ときに意思的 (volontaire) と呼ばれる，
行為者の事理弁識能力」。なお，本稿は，事理弁識能力がフォートの要素でないと
いう立場から，フォートの内容を紹介している。フォートに主観的要素があるとい
う立場によ った場合であっても，保険法上の fauteintentionnelle ou dolosiveの検
討に差異が生じるわけではない。というのも，保険法上の fauteintentionnelle ou 
dolosiveは意思的 (volontaire) フォートを前提とするフ ォー トであり，それは，
いずれの立場によ っても事理弁識能力を前提としたフォ ートだからである。
23) 以下の記述は， FABRE-MAGNAN(M.), op. cit. (20), p. 87 et s. に依るところが大き
い。
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観的要素が必要である24)。
1-2-1-1. 物質的要素
民法典1382条の責任は，「人の所為 (lafait de l'homme)」を前提としている。
しかしながら，ここでいう人の所為は，作為と不作為25)の両方を意味するた
め，この物質的要素はさほど重要視されるものではない。
1-2-1-2. 違法性要素
法に反する行為は，そもそも違法である。問題の所在は，どのような場合に，
ある行為が法に反していると言えるのかである。先に述べた Planiolの定義に
よれば，フォートとは，先存する債務に対する違反であった。この先存する債
務は，必ずしも明文規定に定められているとは限らないが26¥訴訟段階におい
て裁判官により明らかにされうるものである27¥
裁判官は，ある者がフォートを犯したか否かを判断するために，問題となっ
ている行為と「善良な家父 (honpere de famille)」の行動とを比較している28¥
この基準は，破毀院でも採用され，次のように使われた。善良な家父が，同一
状況において，同一の行動を採用したかどうか。もし採用しなかったならば，
そこにはフォートが存在する，と29¥
24) FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p. 87. 
25) 契約締結段階のように， 一般的に説明義務がある場合には，情報を提供しないこ
とがフォートとみなされうる。 FABRE-MAGNAN(M.), op. cit. (20), p. 8. 
26) MALAURIE (P.), AYNES (L.) et STOFFEL-MUNCK (P.), op. cit. (20), n°52, p. 29. 
27) しかし， Planiolの定義は，循環的であるとして批判されている。というのも，
明らかに先存する債務がある場合を除けば， どういう場合に先存債務があるかが問
題となるからである。 FABRE-MAGNAN(M.), op. cit. (20), p. 89 
28) FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p. 89. 
29) 善良な家父 (honpere de famille) とは，通常の，慎重にして注意深く，かつ勤
勉な者の典型である。山口• 前掲注(7)61頁。
しかし，この基準は， もはや抽象的なものではなくなっている。すなわち，問題
となっている行動を，同年齢の者の行動，場合によっては，同性の者または同身分
(condition)の者の行動と比較するようになってきたのである。 FABJIB-MAGNAN 
(M.), op. cit. (20), p. 90; MALAURIE (P.), AYNES (L.) et STOFFEL-MUNCK (P.), op. cit. 
(20), n°53, p. 30. 
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1-2-2. フォートの主観的要素
フォートの主観的要素は，行為者が自己の行為について有している意識と関
連している。その意識は，意思的行為の段階と故意的行為の段階に区別するこ
とができる。意思的行為 (unacte volontaire) の段階とは，行為者がその行為
を欲している段階30)であり，故意的行為 (unacte intentionnel) の段階とは，
行為者がその行為を欲するだけでなく，結果をも欲している段階31)である。
以下では，フォートの主観的要素を明らかにするために，故意的要素および帰
責性要素について述べる。
1-2-2-1. 故意的要素
民法典1383条32) は，「それぞれの者は，自己の行為によって生じさせた損害
だけでなく，その解怠によ って，又はその軽率によって生じさせた損害につい
ても責任を負う 。」と定めている。僻怠または軽率による行為は損害を発生さ
せる意図でなされたものではない。つまり，行為者の民事責任を問うためには，
その行為が故意的なものであることを要しないことになる33)。 したがって，行
為の故意性は，行為者の民事責任に関しては全く影響を及ぼさないのである34¥
30) これに関しては，後述3-2-1参照。
31) 民事責任に関していえば，このことは，他人に損害を発生させることを欲してい
たことを意味する。FABRE-MAGNAN(M.), op. cit. (20), p. 95. 
32) 本条の訳文は，法務大臣官房司法法制調査部・前掲注(16)を参考にした。原文は
以下のとお りである。
Article 1383 
Chacun est responsable du dommage qu'il a cause non seulement par sa 
函gligeanceou par son imprudence. 
33) 民法典1383条の責任は，準不法行為 (quasi-delit)責任と呼ばれ，厳密な意味で
の不法行為，すなわち故意行為を対象としている民法典1382条と対置されている。
Car bonnierによれば，「も っ とも 一般的な用語法に従えば， delitは faute
intentionnelleであり， quasi-delitは， fautenon intentionnelleである」。「faute
intentionnelleすなわち delitでは， 責任を負う者は害意 (intentionde nuire) を有
していたのである。つまり，行為の損害結果を予見し認容しただけでなく，求めた
ことが必要である」。CARBONNIER(J.), Themis, t. 2,Les Bien et les Obligations, 2e 
partie Les Obligations, PUF, 1957, n°177, p. 604. 
34) したがって，故意的要素は民事責任レベルでは，役に立たないといわれている。
FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p. 95. 
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それゆえ， 1382条と1383条という条文の二重性は不要であるように思われ，裁
判官も， 1382条のみを用いるか，あるいは，「民法典1382条および1383条に基
づいて，……。」と始め，両方の条文を用いている35¥
また，責任の範囲は，引き起こされた損害の程度で決定されるのであって，
フォートの重大性によって決定されるのではない36¥
1-2-2-2. 帰責性要素
伝統的にフォートは，違法性要素のほかに，帰責性要素を含んできた37)。す
なわち，行為者が善悪を判断する「事理弁識能力 (capacitede discernement)」38)
を有していた必要があったのである。
この事理弁識能力を有しない者には， 2つのタイプがある。 1つは，「幼少年
者 Oesinfans)」であり，もう 1つは，「精神障碍者 Oesalienes)」39)である。これ
35) FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p. 95. 
36) 犯されたフォートの重大性は原則として異ならないが，例外が存在する。たとえ
ば，共同不法行為者間の賠償責任の分担場面では，各人のフォートの重大さが考慮
される。 FABRE-MAGNAN(M.), op. cit. (20), p. 88. フォートの重大性が考慮される
場合について検討しているものとしては，田中通裕「フランスの損害補償制度にお
けるフォート (faute)-—その重大性，程度が考慮される場合を中心として 」
法と政治第27巻第 1号 (1976年） 109頁以下がある。
37) 一般に，フォートは，「行為者に帰責される違法行為 ≪unfait ilicite imputable a 
son auteur≫」と定義されていたとされる。MAZEAUD(H. L. et J.), Leron de droit 
civil, t. 2, Obligations, 9e ed., par CHABAS (F.), Montchrestien, 1998, n°443, p. 451. 
たとえば， Capitantは，「契約上の債務，法規，あるいは同胞との関係において
熱心さと誠実さをもって振る舞うという人に課される義務に対する故意的または非
故意的な違反を構成する作為または不作為。フォートは，事理弁識能力，つまり，
自己の行為の射程を理解する個人的能力を前提とする。フォートは，それによって
他人に生じた損害を賠償することを行為者に義務付ける。」としている。 CAPJTANT
(H.), Vocabulaire juridique, 1re ed., PUF, 1930, p. 250. 
38) 未成年者について問題とされる（かつては成年者についても問題とされた）善悪
を区別する能力。この能力があるとされると不法行為責任を負う適格があることに
なる。物心のつく年齢 agede raisonになっているかどうかによって決められるが，
その判断は事実問題である 。 山口• 前掲注(7)171頁。
39) たとえば，被保護成年者のような法的に無能力とされた者や，てんかんの発作と
いったひどい精神的被害を受け， 一時的に無能力となった者。FABRE-MAGNAN(M.), 
op. cit. (20), p. 96. 
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らの者は，事理弁識能力を有していないので，フォートを犯しえないとされてい
た40)。それゆえ，これらの者は，自己の行為の結果について賠償する責任を負う
ことはあり得なかった41)。したがって，フォートは，たとえそれが解怠や軽率に
よるものであったとしても，常に「意思的な」行為であるとされていたのである42)。
次第に法律と判例は，フォートの要素として事理弁識能力は不要であるとし
ていく。
まず， 1968年 1月3日付法第68-5号は，「他人に損害を発生させた者は，た
とえ精神異常状態であったとしても賠償義務を負う」旨を定める民法典489-2 
条43)(現行民法典414-3条）を追加した。これにより，精神障碍者は，自己の
行為の結果について，仮に責任能力者であったならば負ったであろう責任と同
様の損害賠償責任を負うことになったのである。ただし，本条は，精神障碍者
の民事責任を対象とするものであり，幼少年者には適用されなかった44)。
40) Pothierは，理性があることを不法行為責任の成立要件としていた。まず，
Pothierは，不法行為 (delits) を故意 (do!) または害意 (malignitea) によって他
人に損害を与えることであると定義し，準不法行為 (quasi-delits) を害意はない
が許すことができない軽率によって他人に何らかの損害を与えることであると定義
する。次に，以上の不法行為および準不法行為の定義から，不法行為および準不法
行為をなしうるのは理性を行使できる者だけであるとする。その理由としては，理
性を行使できない者，たとえば，幼児や精神障碍者などは害意を有しえず，軽率と
いうこともあり得ないからであるとしている。新関輝夫「フランス不法行為におけ
るフォート概念の変容」森島昭夫教授還暦記念論文集「不法行為法の現代的課題と
展開』（日本評論社， 1985年） 69頁参照。また， Pothierの見解については，飛世・
前掲注(19)546頁以下参照。
41) 精神障碍者については，福田伸子「精神障害者の民事責任と過失主義」名法第96
巻 (1983年） 442頁以下，幼少年者については，奥野久雄「フランス法における幼
少年者の不法行為責任」大阪商大論集第74巻 (1985年） 125頁以下が詳しい。
42) 意思的な行為は事理弁識能力があることを前提としているからである。
43) Article 489-2 
Celui qui a cause un dommage a autrui alors qu'il etait sous !'empire d'un 
trouble mental n'en est pas moins oblige a reparation. 
なお，本条は， 2007年3月5日付法第2007-308号によって廃止されたが，同じ内
容の条文が規定されている (414-3条）。
44) 判例は，本条を厳格に解して，幼少年者に本条を適用しなかったために，従来通
り幼少年者は一般不法行為責任を負うことはないとしていた。しかし， 一方で，/'
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しかし，幼少年者の民事責任に関して，破毀院大法廷によって1984年5月9
日に出された 5つの判決が注目される45)。これらの判決は，幼少年者に事理弁
識能力の有無にかかわらず責任を認めようとするものであった46)。それ以降，
＼未成年者の心神喪失者が未成年者を殺害したという事案について，本条が適用され
た判決がある（破毀院第 1民事部1976年 7月20日判決）。これは，本条が精神障碍
者を成年者か否かで区別しないことをその理由とする。新関・前掲注(40)76頁参照。
45) 5つの判決の内容は，新関・前掲注(40)77頁以下で紹介されているので，そちら
を参照されたい。本稿では，差し当たり，幼少年者のフォートについて語られる際
に，しばしば引用されている一ーたとえば，フランソワ・シャバス，北村一郎
（訳）「フランス民事責任法における客観的過失 (fauteobjective)概念の進化」北
村一郎ほか（編）『現代ヨーロッパ法の展望』（東京大学出版会， 1998年） 330頁，
FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p. 97 et s. —Lemaire 判決 (Cass. Ass. plen. 9 mai 
1984, n°80-93031; Bull. civ. 1984 Ass. plen. n°2) と Derguini判決 (Cass.Ass. 
plen. 9 mai 1984, n°80-93481 ; Bull. civ. 1984 Ass. plen. n°3) を取り上げておく 。
これら 2つの判決は， 子どもの死亡事件についての判決である。Lemaire判決は，
13歳の子どもがソケットに電球を差し込む際に感電し，死亡した事件であり，
Derguini判決は， 5歳の子どもが優先通行交差点を横断中に自動車に衝突されて
死亡した事件である。
Lemaire判決では，事件が起きた家畜小屋で10日前に電気工事を行った電気屋の
責任が追及され， Derguini判決では，当該自動車の運転手の責任が追及された。
控訴院は，被害者たる子どもの軽率な行動によって損害が生じたものであるとし
て，責任を原告・被告で分担する旨を決定した。
両事件の破毀申立において，被害者の親が次のように主張した。すなわち，被害
者たる子どもの事理弁識能力がないということは，子どもにフォートがないという
ことであるから，責任の分担は正当ではない，と。
破毀院は，子どものフォ ー トを考慮する際には，自己の行為の結果を識別する能
力を有しているかどうかを確認する義務は控訴院にはない， と述べ，破毀申立を棄
却した。
つまり，事理弁識能力がなくてもフォートが認められるのであるから，控訴院が
事理弁識能力の有無を調査する必要がないとしたのである。
46) 新関輝夫は，この点につき以下のように述べる。「弁識力なき幼児にも民事責
任を認めるべきであるというテーゼは，また，フォートの評価の仕方とも密接に
関わる。すなわち，フォートは，通説によれば，抽象的に評価 (appreciationin 
abstracto) されなければならないとされており，フォートの抽象的評価とは損害
を惹き起こした者の行為が抽象化された標準人の行為と比較してなされるというこ
とである。そして，行為者自身の精神状態などは行為者の内部的な個人事情であり，
フォ ートの有無を判断するにあたっては考慮されるべきではないとされる。この論
理を敷術すれば，精神異常者や弁識力のない幼児にも民事責任を認めるべきであ／
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フォートは，事理弁識能力を失った者によっても犯されうるのである47)。民事
責任はフォートに対する責任であるが，そのフォートは主観的要素を失った
「客観的」フォートである48)0 
1-3. 1j¥ 括
フォートとは， Planiolによれば，先存する債務 (obligation) に対する違反
である。ただし， Planiolがフォートを定義する際に， ≪obligation≫ という語
を用いる場合には，債権者と債務者を結ぶ法的関係という意味よりも広く，先
. .  . . . 
存する何らかの規範を意味している点に注意が必要である49)。
ところで，フォートの諸要素を検討したが，法律および判例によって帰責性
要素が不要とされて以降，民事責任におけるフォートに関して重要な要素は違
法性要素だけとなっている。
以下では， fauteintentionnelleおよび fautedolosiveについての検討を行う
が，これらのフォートは，意思的フォート (fautevolontaire) を前提としてい
る。この意思的フォートは，民事責任の成立については要求されていない帰責
性要素を前提とするフォートであることに注意しなければならない。
2. 保険事故招致免責規定の立法の変遷
2-1. 保険契約に関する1930年7月13日付法第12条の制定50)
2-1-1. 1904年の草案までの状況
＼るという結論に容易に到達することになる」。新関・前掲注(40)81頁。
47) FABRE-MAGNAN (M.), op. cit. (20), p.98. 
48) 帰責性とは，厳格な意味では，ある行為の原因を人に帰することの可能性である。
民法も刑法も，帰責性を伝統的に，「自己の行為に関して行為者が有していた意識
であり，識別能力を前提とする意識」と定義している。刑法上この要件が存続して
いたとしても，不法行為責任法からは，この要件は消滅している。FABRE-MAGNAN
(M.), op. cit. (20), p. 98. 
49) この点については，注(20)参照。
50) ≪La loi du 13 juilet 1930 relative aux contrats d'assurance≫. 以下，本稿では，
「保険契約に関する1930年7月13日付法」を単に「1930年7月13日付法」と表記する。
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19世紀まで，海上保険については， 1808年の商法典第10章第332条～第396条
に規定があったが，陸上保険については，民法典第1964条において，射倖契約
の1つとして保険契約が掲げられていただけであり，そのほかは何ら規定がな
かった51¥
海上保険について， Ch.de La Prugneによれば，付保されうるリスクは，た
とえば，雹，雷，船長または乗組員のフォートと無関係な原因による海難事故
といった，もっぱら偶然の出来事または不可抗力によって生じるリスクだけで
あるとされていた52)。また， Ch.de La Prugneは，当時の判例法理を以下のよ
うに要約している。「被保険者の行為が故意 (dol)53lと同等の重いフォート
(faute lourde) 54)を構成しない限り，当該被保険者は当該行為の結果について
51) LAMBERT-FAIVRE (Y.) et LEVENEUR (L.), op. cit. (6), n°164, p. 159; BEIGNIER (B.), 
Droit des assurances, Montchrestien, 2011, 11°26, p. 33. 
当時の保険に関する法律についての邦語文献としては，三好義之助『フランスの
保険事業』（千倉書房， 1996年）がある。第1次世界大戦後の保険関係法の発展につ
いては， とくに三好• 前掲書81頁以下が詳しい。
52) DE LA PRuGNE (CH.), Traite theorique et pratique de l'assurance en general, 1895, 
p. 50. 
53) do! は，ラテン語の dolusに由来する語であり， dolusとは，「悪意，故意，犯意，
詐欺，偽岡」を意味する語である。柴田光蔵『法律ラテン語辞典』（日本評論社，
1985年） 108頁参照。
ゲオルク・クリンゲンベルク（著）瀧澤栄治（訳）『ローマ債権法講義』（大学教
育出版， 2001年） 388頁によれば，悪意 (dolus) という表現には，ローマ法上次の
意味がある。すなわち，「① 悪意＝故意：過失に対立するところの帰責事由 ② 
悪意＝意識して行われる，信義に反する行為，信義誠実 bonafides違反 ③ 悪意
＝詐欺，独立の法務官法上の不法行為」。
ュスティニアヌス法典における帰責事由は，次のように分類される。まず，広義
の過失 (culpa) は，悪意 (dolus) と狭義の過失 (culpa) を包含する概念である。
そして，狭義の過失 (culpa) は，重過失 (culpalata) と軽過失 (culpalevis) に
分けられる。ここでいう悪意 (dolus) とは，義務違反を認識する精神状態である
とされる。狭義の過失 (culpa) は，必要な意思活動の儲怠であるとされ，重過失
(culpa lata) とは，非常なる惜怠，すなわち何人も気づくことを気づかないことで
あって，悪意に近く (dolo proxima), 詐欺に近い (propefraudem) ものであると
されている。原田慶吉『ローマ法（改訂）』（有斐閣， 1955年） 163頁参照。
54) 重いフォートとは，同様の状況の下で善良な家父が行ったであろう行為と大きく
異なる行為によるフォートである。加害者に故意はないとしても，通常の過失を／
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保障されうる。そうでない場合，つまり，被保険者の故意 (dol), フロード
(fraude) 55)または重いフォート (fautelourde) がある場合には，当該契約は
無効である」56)。さらに，陸上保険に関して，「被保険者でない者であれば犯さ
なかったであろう重いフォート (fautelourde) を構成する，被保険者の過度
の解怠により発生した保険事故の結果について，保険者は義務を負わない」と
述べている57¥
このことからわかるのは，当時，重いフォート (fautelourde) は故意 (dol)
と同一視されており58).契約無効の効果があったことである。とくに注目すべ
＼超える重大さをもち，故意と同視すべきフォートである 。 山口• 前掲注(7)228頁。
ローマ法における culpalataに対応する。
55) フロード (fraude) とは， Capitantによれば，「他人の権利または利益に対し，
侵害をもたらすためになされた意図的行為」である。CAPITANT(H.), op. cit. (37), p. 
262. 
山口俊夫によれば，① 「［他人の権利•利益に対する］詐害の意図」，② 「欺睛，
詐欺，不正，詐害（行為）◇違法な手段による不正な行為と合法な手段による結果
としての不正な行為を広く含む。」と説明されている 。 山口• 前掲注(7)243頁。
56) DE LA PRUGNE (Ct.), op. cit. (52), p. 50. たとえば，破毀院民事部1876年3月15日
判決 (Cass.civ., 15 mars 1876, Bull. civ. n°31, p. 67)では，「保険契約または他の
すべての契約を用いて，前もって重いフォートの免責を約定することは許されない。
公序がこのような契約の有効性に反対するのである。」と述べられており，民法典
6条が適用されている。この判決の詳細は，山田・前掲注(9)219頁以下において紹
介されており，本判決については，以下のように，まとめられている。「したがっ
て保険契約によって付保されるべき射程距離についても同時に判示されたというべ
きであろう。すなわち，破毀院は，保険契約が被保険者の重大なフォートまでも力
バーするものでは無い旨を聞明したのである。破毀院がこのような判決をだすまで，
保険契約が被保険者の悪意による事故招致をカバーしないのは当然としても，重大
なフォ ー トによる事故招致までをもカバーするものか否か下級審レベルでは判断が
分かれていた。したがって， 1876年の破毀院判決は，まさに重大なフォートを悪意
に同一視したのであり，ここに culpalata dolous estが採用されたというべきであ
ろう」。山田・前掲注(9)220頁。
また，フランスにおけるフォートの付保可能性について， とくに詳細に検討され
ている先行研究としては，伊澤孝平「責任保瞼の登展と過失の付保」法学第20巻第
4号 (1956年） 1頁以下が挙げられる。
57) DE LA PRUGNE (Ctt.), op. cit. (52), p. 51. 
58) 後述する1930年7月13日付法の起草まで，判例は，重いフォート (fautelourde) 
や重大なフォート (fautegrave) に関する保険の禁止を culpalata dolo/' 
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き保険法典 L.113-1条との相違点は，重いフォート (fautelourde)が付保さ
れえないリスクとされている点である。
2-1-2. 1904年の草案
1902年 5月2日，商工および逓信に関する大臣 (Ministredu Commerce, de 
l'Industrie, des Postes et des Telegraphes) であった Trouillotは，保険契約を
規制する法規定を検討し，保険契約に関する法案を準備するための院外委員会
を指名した。 1904年 6月17日，全82条からなる草案が， CharlesLyon-Ceanに
より， Trouillotに提出され， 1904年 7月12日，本草案は， Trouillotにより国
民議会の審議に付託されたのである59)。1930年 7月13日付法第12条の前身であ
る1904年の草案第20条は，以下のように規定していた（下線は，保険者免責の
対象となるフォート。以下同じ。）。
Les pertes et dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par la 
faute de !'assure sont a lacharge de l'assureur. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle ou 
d'une faute lourde de !'assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険者の負担とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelleまた
は重いフォートによって生じた滅失および損傷については，保険者は責任
を負わない。）
1904年の草案の趣旨説明では，「被保険者のフォートによって発生した損害
'-,. aequiparatur (重過失は故意と同一視される）という格言から導いてきた。VINEY
(G.) etJouRDAIN (P.), Traite de droit civil,Les effets de la responsabilite, 3e ed., 
LGDJ, 2010, n°364, p. 783. 
59) GooART (J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A.), Code des assurances,Commentaire 
pratique et complet de la Loi du 18 juillet 1930, relative au Contrat d'assurance, 2e 
ed., Librairie Marchal et Billard, 1937, n°5 43 et 4, p. 13. 保険契約法制定に至る社
会背景については，大森• 前掲注(7)3頁以下が詳しい。
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であっても，保険契約書によって対象とされている種類の偶発事による滅失お
よび損傷について，保険者は区別なく責任を負う。しかしながら，被保険者の
故意 (dol) または重いフォート (fautelourde) に起因する損害については，
以上のことが妥当しない。被保険者の故意 (dol) または重いフォート (faute
lourde) を合意によって保険者の負担とすることはできないのである。確固た
る伝統によって常に同一視されてきた， fauteintentionnelleまたは重いフォー
ト (fautelourde) による損害から事前に被保険者を解放するためにするその
ような合意が公序に反するということは，あらゆる立法および判例法理によっ
て認められている。」と述べられている60¥
本条は，従来の学説・判例法理を条文化したに過ぎないが61), 1904年の草案
の段階では，被保険者の重いフォート (fautelourde) によって生じた損害が
免責の対象とされていた点に注目すべきである62¥
1906年 3月7日，国民議会議員であった Chastenetの報告によって，草案の
修正提案がなされた63)。「いかなる合意をもってしても，被保険者の faute
intentionnelleによって生じた滅失および損傷を保険者の責任とすることはで
60) J. 0. 1904, Doc. Parl. Chambre, annexe n°1918, p. 922; Projet de loi relatif au 
contrat d'assurance, Renvoye a laCommission relative aux societes d'assurances, 
de rentes viag紅eset de capitalisation, presente LOUBET (い， parTROUILLOT (G.), 
1904, p. 19. 
61) Ibid. 
62) 当時， Capitantも，「偶発事，すなわち被保険者の意思とは無関係の出来事の結
果だけでなく，悪意なくして犯されうる軽率または惜怠行為の結果に対しても被保
険者が保障されることが必要である。しかし，いくつかのフォートは許されがたい
ほどひどい (grossieres) ものである。非難されるべき被保険者に，保険金請求権
が残るとすると，軽率や憫怠を助長することになる。」と述べ，この規定は正当化
されるものであるとしていた。CAPITANT(H.), Comparaison du projet de loi relatif 
au contrat d'assurance depose a laChambre des Deputes le 12 juillet 1904, avec le 
projet al/mend de 1903 et le projet suisse de 1904 concernant le contrat d'assurance, 
Extrait du Bulletin de la Societe d'Etudes legislatives, 1906, p. 18. 
63) Rapport fait au nom de la commission des societes d'assurances, de rentes 
viageres et de capitalisation chargee d'examiner le projet de loi relatif au contrat 
d'assurance, par CHASTENET (G.), 1906, p. 7. 
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きない。故意 (dol) は，当然，すべての効果について，それを犯した者の負
担のままのはずである。ところで，保険に関して，故意 (dol) とすべての重
いフォート (fautelourde) とを同一視することは，古い法格言が要求してい
たように，とても厳格なものであるように思われる。実際に，保険は，不可抗
力または第三者の行為の結果に対して被保険者に保障を与えるためだけにある
のではない。自己の軽率についても保障を与えるためにあるのである。それゆ
え，私は， 20条の起草において，『重いフォート (fautelourde)』を災害に関
する法律から借用した『許し難いフォート (fauteinexcusable)』に取り換え
ることを提案する」。
ここで現れた fauteinexcusableとは， Picardet Bessonによれば，「並はず
れて重いフォート (fauteexceptionnellement lourde)」である64)。
Chastenetは，保険が被保険者自身の軽率による損害についても保障を与え
るものであり，すべての重いフォート (fautelourde)が故意 (dol) と同一視
されるわけではないと考え，重いフォート (fautelourde) よりも重大な
64) P1cARD (M.) et BESSON (A.), Les assurances terrestres en droit franrais, t. 1, le 
contrat d'assurance, 2e ed., LGDJ, 1964, n°66, p. 102. 
現在の意味では， Cornuによれば，行為者による危険の認識および合理的な理
由なくその危険の具現化のリスクを冒そうという軽率な意思を前提とするとくに重
大なフォート (fautegrave)であり，損害を発生させる意思がない点で faute
intentionnelleとは区別されている。CoRNU(G.), op. cit. (22), p. 488. 
また，廣峰正子『民事責任における抑止と制裁—―ーフランス民事責任の一断面
ー一』（日本評論社， 2010年） 103頁においては， fauteinexcusableは以下のように
説明されている。「立法者は，弁解の余地のないフォート (fauteinexcusable) と
いう，重いフォートと故意の間に位置するフォートを発明した。端緒は，現在は社
会保障法典に組み込まれている， 1898年4月9日法である。同法は，弁解の余地の
ないフォートに対して，被用者の賠償訴権を減額したり，使用者の免除を減殺する
効果を付与していた。1941年に，破毀院連合部は，弁解の余地のないフォートとは，
「作為ないし自発的不作為や，行為者が有するようになった危険の認識，一切の正
当化理由の欠如から生じる，例外的に重大なフォートであり，フォートの有する意
図的要素を欠いているがゆえに』故意と区別されるフォートである，と定義した」。
本稿は， fauteinexcusableを「許し難いフォート」と訳出する。
現在，この許し難いフォート (fauteinexcusable)は，海上保険においては，保
険者免責の対象となっている（保険法典 L.172-13条）。
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フォートである許し難いフォート (fauteinexcusable) 65)を労働災害に関する
1898年4月9日付法66)から借用することを提案したのである。
1906年6月14日，商工および労働に関する大臣 (Ministredu Commerce, de 
l'Industrie et du Travail) であった Doumergueによって，再び草案が出され
たが， Castenetの提案は反映されていない67¥
ところが， 1907年2月18日および1911年7月12日の Chastenetの報告によっ
て，再び草案の修正提案がなされた68)。なお，これらの提案は，保険事故招致
65) 前述の廣峰・前掲注(64)103頁の記述と関連するが， fauteinexcusableを提案し
たのは， Thevenetである。Thevenetは，「fautelourdeの表現はわが国の法律用
語の中では正確な意味を有しておらず，裁判所が単なる不注意などを fautelourde 
とすることがありうるので」，「fauteは許し難いほど重大でなければならないと考
え」， fauteinexcusableという文言を用いたとされる。岩村正彦「労災補償と損害
賠償』（東京大学出版会， 1984年） 231頁。
66) 本法の適用を受ける労働者は，民法典の規定から解放され，損害のてん補を受け
るために使用者の fauteを証明する必要がなくなった。この民事責任の一般法の排
除は，労働災害を理由とする損害賠償請求訴訟の頻発を阻止し，使用者の責任を限
定して使用者が保険によって危険を分散することを容易にするために導入されたも
のであるとされる。岩村・前掲注(65)224頁参照。
本法は，民事責任の一般法を排除し，使用者の責任を保険でカバーするという政
策をとるものであったが，その結果，使用者の責任に重大な影響を与えた。それは
使用者の責任の発生がフォートとは無関係となり，使用者個人の責任感が消滅し，
フォートが有していた事故抑止機能が失われたことである。
立法者は，事故抑止を図る意図で，本法に使用者の許し難いフォート (faute
inexcusable)がある場合には補償の増額を定めているのであるが，第 1に，増額
の限度が被害者の年間賃金額と定められ，全額損害には及ばないこと，第 2に，許．．．．．．．．．．．．．．． 
し難いフォート (fauteinexcusa hie) について保険が禁じられていないことなどの
ため，その予防効果は疑わしいものであった。岩村・前掲注(65)237頁参照。本法
の立法過程については，岩村・前掲注(65)209頁以下が詳しい。
67) Projet de Joi reratif au contrat d'assurance, presente FALLIE郎 s(A.), par 
DouMERGUE (G.), 1906, p. 75. 1906年草案は，条文の文言だけでなく趣旨説明も
1904年草案と同じである。
68) J. 0. 1907, Doc. Par!. Chambre, annexe n°768, p. 148; Rapport fait au nom de 
la Commission des assurances chargee d'examiner le projet de Joi relatif au contrat 
d'assurance, par CHASTENET (G.), 1907, p. 7; Rapport (au cours de la precedente 
legislature) fait au nom de la Commission des assurances chargee d'examiner le 
projet de loi relatif au contrat d'assurance, par CHASTENET (G.), 1911, p. 8. 
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免責規定については， 1906年の提案と同内容であった。
1920年 3月9日，衛生・社会扶助および社会共済に関する大臣 (Ministrede 
}'Hygiene, de I'Assistance et de la Prevoyance social es) であった Bretonによっ
て，草案が提出された。本草案では， Chastenetの提案が反映され ≪faute
lourde≫ が ≪fauteinexcusable≫ に変更されている69)。なお，本草案では，第
18条に規定がなされている。
Les pertes et dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par la 
faute de l'assure sont a lacharge de l'assureur. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle ou 
inexcusable de l'assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険者の負担とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelle ou 
inexcusableによって生じた滅失および損傷については，保険者は責任を
負わない。）
ところが， 1922年10月26日，国民議会議員であった Saillardの報告によって，
この草案の修正提案がなされた70¥
「本条は，保険者が被保険者の fauteintentionnelleによって生じた滅失およ
び損傷を保障することの禁止に，公序的性質を付与するものである。その結果，
いかなる反対の約定をもってしても，このような保障を約定する条項は無効と
なる。それは，論理的かつ道徳的である。許し難いフォート (faute
inexcusable) に対して被保険者に保障を与える条項に関して言えば，立法者
69) Projet de Joi relatif au contrat d'assurance, Renvoye a la Commission 
d'assurance et de prevoyance sociales, presente DECHANEL (P.), par BRETON (J. L.), 
1920, p. 5. 
70) J. 0. 1922,Doc. Parl. Chambre, annexe n°4973, p. 125; Rapport fait au nom de 
la Commission d'assurance et de prevoyance social es chargee d'examiner le pro jet 
de loi relatif au contrat d'assurance, SAILLARD (A.), 1922, p. 12. 
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側は，同様の厳格性をさほど認めていない71)。というのも，フォートに関する
保険は，まったくもって通常だからであり，労働災害に関する1898年法の名に
おいて，被保険者の許し難いフォート (fauteinexcusable) に対しても，実務
的には定着しているからである。ところで，故意 (dol) と同一視される faute
intentionnelleを保険から排除することで，社会的利益において厳しい態度を
示すことが妥当であるとすれば，認定が難しく，悪意のある保険者に対して言
いがかりへの大きすぎる扉を開くであろう他のフォート類型をこの免責に導入
することによって，さらに拡大することは妥当ではない。それゆえ，本委員会
は，次のように条文を起草することを提案する」。
Les pertes et dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par la 
faute de l'assure sont a lacharge de l'assureur. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle de 
l' assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険者の負担とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelleに
よって生じた滅失および損傷については，保険者は責任を負わない。）
この報告では，故意 (dol) とfauteintentionnelleは同じものであるとされ
ている。また，ヨリ重要なのは，許し難いフォート (fauteinexcusable)が付
保可能なものとされていることである。すなわち，許し難いフォート (faute
inexcusable) による免責の主張を保険者に認めることは，―その概念の曖
昧さゆえに ，保険者による言いがかりの手助けとなりうるので，そのよう
な曖昧な概念を免責規定に組み込むことは妥当ではなく，被保険者の faute
intentionnelleのみを免責の対象とすることが提案されているのである。
71) faute intentionnelleによる損害を保障する旨の条項が無効となるというルールは，
許し難いフォート (fauteinexcusable)については，承認されていないという意味
である。
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2-1-3. 1925年の草案
労働・衛生・杜会扶助および社会共済に関する大臣 (Ministredu Travail, de 
l'Hygiene, de I'Assistance et de la Prevoyance social es)であった Godartが，
保険契約の検討を再開し， 1924年 7月5日のアレテによって，あらゆる利害関
係者で構成される院外委員会を設置した。 HenriCapitantを議長とするこの院
外委員会は，迅速に作業を進めた。また，この院外委員会は， Charles
Lyon-Ceanによって1904年に作成された報告書を広く活用していた。すなわ
ち，この報告書を基礎としつつも， 1904年の草案を判例・学説・外国法（とく
にスイス法とドイツ法）の進展も考慮して一新したのである。さらに，スイス
法およびドイツ法が施行された1910年 1月1日以降に得られた結果をも考慮に
入れていたのである72)。
1925年4月7日， Godartは，上記のようにして手直しされた草案を国民議会
に提出した。本草案には，保険事故招致免責規定が以下のように規定されていた。
Les pertes et dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par la 
faute de l'assure sont a lacharge de l'assureur. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle ou 
dolosive de }'assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険者の負担とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelle ou 
dolosiveによって生じた滅失および損傷については，保険者は責任を負わ
ない。）
本草案では， fauteintentionnelle ou dolosiveという文言に変更されている。
本草案の趣旨説明では，以下のように述べられている73)。「保険者はとくに偶
72) Goo紐 T(J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A.), op. cit. (59), n°8 53, 54 et 55, p. 17 et 18. 
73) Projet de loi relatif au contrat d'assurance, presente DouMERGUE (G.), par GooART 
(J.), 1925, p. 19 et s. 
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発事によって生じた損害または被保険者のフォートの結果発生した損害につい
て責任を負う。しかし，その責任を当事者は自由に分配することができる。た
だ， fauteintenitonnelleだけは，保険者の責任とはならない。 ≪dolosive≫ と
いう表現は， ≪intentionnelle≫ という文言に何も付け加えていない。保険者の
保障を除外するフォートに与えられた 2つの形容詞は同等であり，それらは同
じ概念に帰する。すなわち，意図 (intention) をもって引き起こされた損害は
すべて dolosiveなのであり，故意 (dol) とは，債務 (obligation) に対する意
図的な違反 (manquementintentionnel) である。故意 (dol) についての保険
は公序および道徳に反するだけではない，それは不可能なのである。なぜなら
ば，故意 (dol) があるときには，もはやリスクがない，つまり，もはや偶発
事ではないからである。すなわち，我々は， もっぱら契約の一方当事者の意思
による出来事に直面しているのであり，保険者はそれをカバーすることができ
ないのである74)。
本条は，重いフォート (fautelourde) に関して新たな結論をもたらしている。
1904年の草案は，それを保険者の責任から除外していた。国民議会の委員会は
重いフォート (fautelourde)の代わりに許し難いフォート (fauteinexcusable) 
も用いた。 1906年以降の案は，許し難いフォート (fauteinexcusable)の結果
発生した損害に関する免責を加え，被保険者の fauteintentionnelle ou 
inexcusa hieの保険を拒絶していたのである。この許し難いフォート (faute
inexcusable) という概念は，労働において労働者が被害者となる事故につい
ての責任に関する1898年 4月 9日付法から借用されたものである。許し難い
フォート (fauteinexcusable) というさらに不自由な概念を保険の分野に導入
することは不都合なしにはいかないと指摘されていた。 1920年の案はこの批判
を考慮に入れており，被保険者の fauteintentionnelleのみを対象としていた75¥
74) この説明は， 1930年7月13日付法の解説においても引用されている。TRASBOT
(A.), ≪Commentaires de la loi du 13 juillet 1930≫, D. 1931, が partie,p. 12. 
75) 原文は， ≪Leprojet de 1920 avait tenu compte de cette critique et il ne visait 
plus que la faute intentionnelle de l'assure≫. である。しかし，被保険者の faute
intentionnelleのみを免責の対象とした修正案は，前述したとおり， 1922年10月／
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本草案（筆者注： 1925年草案）は，それと同様にした。すなわち，保険者が重
いフォート (fautelourde) を保障することを可能にしており，射程について
何ら疑義の生じえない概念である fauteintentionnelle, 言い換えれば故意
(dol) のみを除外する」。
1926年 8月5日，国民議会議員であった Lafargeの報告によって，この草案
の修正提案がなされた（下線は修正部分。）76¥ 
Les pertes et les dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par 
la faute de l'assure sont a lacharge de l'assureur sauf exclusion formelle et 
limitee contenue dans la police. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle ou 
dolosive de }'assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険証券に明白かつ限定的に記載された免責条
項がない限り，保険者の負担とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelle ou 
dolosiveによって生じた滅失および損傷については，保険者は責任を負わ
ない。）
この修正提案の理由について， Lafargeは以下のように述べる。「保険者は，
通常，偶発事によって生じた損害または被保険者のフォートの結果として発生
'¥.26日の Saillardの報告でなされたものであり，原文が間違っているものと思われ
る 。 大森忠夫は，大森• 前掲注(7)41頁において，「然し fauteinexcusableなる観
念の不明確，保険契約者の保護の要求，之を承認せんとする判例の傾向を顧慮して
1920年法案及本法は故意的過失 (fauteintentionnelle ou dolosive)のみを免責事由
としたのである。」と述べている。おそらくこの解説は， 1925年草案の趣旨説明，
あるいは TRASBOT(A.), op. cit. (74) p. 12 (両資料とも，大森忠夫が参照した文献の
リストに挙げられている）を基にしているが，この資料自体がそもそも誤りである
ため，大森忠夫の解説も不正確である。
76) J. 0. 1926, Doc. Parl. Chambre, annexe n°3316, p. 1176; Rapport fait au nom 
de la Commission d'assurance et de prevoyance sociales chargee d'examiner le 
projet de loi relatif au contrat d'assurance, par LAFARGE (R.), p. 23. 
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した損害について責任を負う。しかし，当事者がその責任を分配するのは自由
である。それゆえ，本条の第 1段落に， ≪saufexclusion formelle et limitee 
contenue clans la police≫ という文言を続ける必要があるように思えたのであ
る。法規定が合意によって変更されうる場合を予定する第 2条77)に，第12条
が含まれていないことから生じうる不明瞭を解消するためである。しかし，委
員会は，自己の起草によって，偶発事または被保険者のフォートを保険から除
外しないという意図を示したかったのである。それゆえ，偶発事および被保険
者のフォートを除外する一般条項，またはそれらの一方だけでも除外する一般
条項は，無効となろう」。
本条が強行規定であるため，「偶発事によって生じた，または被保険者の
フォートによって生じた滅失および損傷については，保険者の負担とする」と
いう従来の文言では，当事者による変更の余地がないように思われる。そこで，
「保険証券に明白かつ限定的に記載された免責条項がない限り」という文言を
追加することにより，保険証券に明白かつ限定的に記載された免責条項を設け
れば，当事者間の責任の分配が可能であるということを示したのである。
2-1-4. 1930年7月13日付法の成立
本草案は， 1926年11月29日に国民議会で可決され， 1930年7月8日，元老院
においても，可決された。 1930年7月13日に審署された本法は， 1930年7月18
日の官報に掲載された78¥
77) Article 2 
Ne peuvent etre modifiees par convention !es prescriptions de la presente Joi, 
sauf celles qui donnent aux parties une simple faculte et qui sont contenues clans 
!es articles 6, 10, 11, 23, 30, 31, 32, 33, 34, 36, 38, 40, 41, 45, 0, 51, 52, 56, 65, 70, 
73 et 74. 
（当事者に単に権利を付与する規定および第6条，第10条，第11条，第23条，第
30条，第31条，第32条，第33条，第34条，第36条，第38条，第40条，第41条，第
45条，第50条，第51条，第52条，第56条，第65条，第70条，第73条および第74条
に含まれる規定を除いては，本法の規定は合意によって変更されえない。）
78) GooART (J.) et PERRAuo-CttARMANTIER (A.), op. cit. (59), n°s 59, 63 et 64-65, p. 20; 
J. 0. 1930, p. 8003 et s. 
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このようにして，保険事故招致免責に関する1930年 7月13日付法第12条は，
最終的に，以下のような条文となった。
Les pertes et les dommages occasionnes par des cas fortuits ou causes par 
la faute de !'assure sont a lacharge de l'assureur sauf exclusion formelle et 
limitee contenue clans la police. 
Toutefois, l'assureur ne repond pas, nonobstant toute convention 
contraire, des pertes et dommages provenant d'une faute intentionnelle ou 
dolosive de l'assure. 
（偶発事によって生じた，または被保険者のフォートによって生じた滅
失および損傷については，保険証券に明白かつ限定的に記載された免責条
項がない限り，保険者の責任とする。
ただし，反対の約定にかかわらず，被保険者の fauteintentionnelle ou 
dolosiveによって生じた滅失および損傷については，保険者は責任を負わ
ない。）
以下， 1930年7月13日付法第12条についての解説を紹介する。
本法の起草委員長である HenriCapitantは以下のように述べている。「1904
年の草案は，重いフォート (fautelourde) に関する保険を禁止していた。し
かし反対に，本法はそれを認めている。それには理由がある。心理の面からし
て culpalata aequiparatur dolo (重過失は故意と同一視される）という格言は
間違っている。たとえ重大であっても，意思的でないフォートと，加害意思
(animus nocendi) 79)による故意 (dol) との間には大きな隔たりがある。故意
(dol) によって引き起こされた損害に対して人に補償を与えることは道徳に反
するが，重いフォート (fautelourde) によって引き起こされた損害に対して
人に補償を与えることは道徳に反しない」80¥
79) 訳語は，柴田・前掲注(53)29頁に依った。
80) CAPITANT (H.), く<La loi du 13 juill.1930 relative aux contrats d'assurance≫, 
RGAT 1930, p. 755. 
また， Capitantの前掲論文からフランス保険法における fautelourdeの扱いを
紹介している邦語文献としては，野田良之「フランス責任保険法 （二）」法協第／
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Ancey et Sicotは以下のように述べる。「保険者が偶然の出来事について常
に責任を負うわけではないということを疑う者はだれもいない。しかし，保険
者の中には， 一般に，被保険者のフォート，とくに法律および命令の不遵守の
結果を保障から除外すべきと信じていた者がいた。このような免責は，それが
一般条項の形で約定されている場合には，第12条により禁止される。免責は，
それが保険証券に書かれた明白かつ限定的である条項によるものでない限り認
められないのである。それゆえ，たとえば，『法律および命令の不遵守は被保
険者の失権 (decheance) をもたらす。」という条項は認められないが，『被保
険者による運転免許証について規定する道路法典第 4条の不遵守は，あらゆる
保険金請求権を消滅させる。』という条項は認められることとなろう 。この場
合には，被保険者のフォートの結果が問題となっているのであるが，保険証券
が，明白かつ限定的な方法により，それを保障しない旨を明言しているのである。
リスクが保険契約の本質的要素であるとしても， もっぱら偶然の場合である
と考えることは， リスク概念を狭く制限しすぎることになろう 。学説は，ずっ
と以前から，被保険者のフォートが本当のリスクであることを認めてきたので
あるから，このフォートは保険契約の対象となりうるのである。
本法は，この観点から，程度の違いしかなく，境界線を定めにくい軽い
フォート (fautelegere) と重いフォート (fautelourde) に区別を設けないこ
とを決めたのである。保険者は，重いフォート (fautelourde) を保障から除
外する旨の合意をした場合を除いて，自己の統計に基づいて，重いフォート
(faute lourde) のパーセンテージを考慮し，保険料を定める。しかし， faute
intentionnelleについては，問題が生じる。それは，当然，被保険者の faute
intentionnelleについてである。というのも，第三者の faute intentionnelleお
"-,.56巻第 2号虎 (1938年）95頁がある。
伊澤孝平は，「責任保険においては，被保険者の行為によって被害を受けた第三
者を保護するために，被保険者の重過失をも亦付保する必要に迫られた。」と述べ，
さら に，「被保険者の重過失の付保は， 責任保険に始まつて一般保険にも及び，
1930年のフランス保瞼契約法に至って，終に立法による確認を得たのである」とす
る 。 伊澤• 前掲注(56)21頁以下。
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よび被用者の fauteintentionnelleが被保険者にとってのリスクであることは明
らかだからである。したがって，通常，それは保険契約の範囲に入るのである。
反対に，被保険者の fauteintentionnelleはリスクを除外する。それゆえ，被保
険者の fauteintentionnelleは，保険概念自体と対立するのである。たとえ，公
序がそれに対立しなくとも，それは付保できないのである。この場合には，リ
スク概念が消滅しているのである。
本法は， 一つだけ例外を認めている。すなわち，少なくとも 2年経過した後
の自殺に関する保険はまった＜禁止されていない。 一般的には，自殺には保険
金を保険金受取人に帰属させる他に決定的な原因があると考えられるというこ
とである。リスクは存在しているのである。
被保険者の fauteintentionnelle ou dolosiveは，保険契約による保険金支払
のきっかけとはならない。この規定は公序の性質を有するのである。というの
も，被保険者の故意 (dol) の結果をカバーすることがもっとも不都合だから
であり，意図的な保険事故に真の助成金を与えることになるからである」81¥
Godart et Perraud-Charmantierは以下のように述べる。「fauteintention-
nelleは直接保険金の支払を得る目的でなされるフォートである」82)。「faute
intentionnelleがあるかどうかという問題は，純粋な事実問題であり，破毀院
の統制を免れる」83)。また，「法律および命令の不遵守は fauteintentionnelleで
はない。」と述べ，「fauteintentionnelleは保険から利益を排除するが，僻怠，
軽率，命令の不遵守は，カバーされるリスクに属するフォートに含まれること
になった。」と述べる84)0 
81) ANCEY (C.) et S1cOT (L.), La loi sur le contrat d'assurance (Loi du 13 juillet 
1930), LGDJ, 1930, p. 54 et s. 
82) GooART (J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A.), op. cit. (59), n°248, p. 125. 
現在でも，「物保険においては， fauteintentionnelleは，保険者を保険の保障の
債務者にすることを認識して，意思的に保険事故を招致することである。」と述べ
られている（もっとも，目的としているか認識しているかの違いはある。）。
LAMBERT-FAIVRE (Y.) et LEVENEUR (L.), op. cit. (6), n°390, p. 306. 
83) GooART (J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A.), op. cit. (59), n°249, p. 125. 
84) GooART (J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A.), op. cit. (59), n°250, p. 126. /' 
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2-2. 保険法典の成立と条文の変化
1930年7月13日付法は，保険に関する規制条文の法典化に関する1976年7月
16日付のデクレ第76-666号85)によって保険法典となったのであるが，このデ
クレによる単一法典化の法的根拠は，保険業に関する法典化手続に関する1955
年11月 8日付法第55-1442号86)であり，同法は，「いっさいの実質的修正を排
して」現行法文に法典化作業によって必要となった形式的適応を加えるだけの
法典化を予定していた。しかし，この法典化の準備作業が面倒なため，この具
体化は見送られたまま，その間に保険法規制はますます複雑になる一方であった。
1955年11月8日付法第55-1442号の意図を実現させるきっかけとなったのは，
「非生命元受保険業自由化指令」と呼ばれる1973年7月24日付 EEC第 2指令
であった。同指令によると，この自由化規定が1976年2月1日から適用される
予定になっており，農業を中心に EEC最大の受益国であるがゆえに， EEC
への協力に熱心なフランス政府としては，この機会に完全単一保険法典を
EEC加盟国に提示することを有用と考え，とくに法律ではなく政令を主根拠
とする保険監督法規の煩雑さを整理する必要を感じた。
こうして，事実上死文化していた1955年11月8日付法第55-1442号を根拠と
＼ そもそもフォートの保険は，そのフォートがどんなものであれ，古くから違法で
あった。海1-.保険が被保険者のフォートについて責任を負担しないとして，商法典
351条でもそれが受け継がれていた。しかし，判例は，それでもなおフォートの保
険の有効性を認めていた。重いフォート (fautelourde) を含め，すべてのフォー
トが原則として一一免責条項のない限り 保険者により保障される。被保険者の
faute intentionnelleのみが付保されえないのである。それゆえ，フランスでは，
faute intentionnelle以外のフォートの程度を区別しないのである。スイスはこれと
異なり，保険者はフォートの程度に従って給付を減額することができるのである。
したがって，フランスでは， もはや fauteintentionnelleとそれ以外のフォートと
いう区別となっている。GODART(J.) et PERRAuo-CHARMANTIER (A), op. cit. (59), n°5 
252 et 253, p. 129. 
85) Decret n°76-666 du 16 juillet 1976 relatif a lacodification des textes legislatifs 
concernant !es assurances (premiere partie: Legislative); J. 0., 21 juilet 1976, p. 
4341. 
86) Loi n°55-1442 du 8 novembre 1955 relative a laprocedure de codification des 
texts legislatif s concernant l'industrie des assurances. 
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して， 1973年損保自由化 EEC指令をきっかけとして保険法典が成立する運び
となったのである (1976年7月16日成立）87¥ 
この法典化により， 1930年7月13日付法第12条は，保険法典 L.113-1条と
なった。その後，保険契約およびカピタリザシオン取引に関する1981年1月7
日付法第81-5 号88) ~ ~ ょ- って， ≪nonobstanttoute convention contrmre≫(反対
の約定にかかわらず）という文言が削除され，現在の条文となったのである。
ただし，この文言の削除は，反対の約定を可能にするためではなく，保険法典
L. 111-2条により， L.113-1条が強行規定であるとされているため，その文
言が不要だったからである89)0 
では，仮に保険者がfauteintentionnelleを保障する旨の約定をした場合，そ
の約定はどのような扱いをうけるのか。 Mayauxによれば，当該約定は当然書
かれていないものとみなされなければならないとされている90)。しかも，それ
は絶対的無効 (nulliteabsolue) 91)であり，すべての利害関係者が無効を主張
87) 以上の法典化の背景に関しては，岩崎稜「1981年フランス保険契約法の改正」
保険学雑誌第498号 (1982年） 21頁以下の記述に依るところが大きい。仏語文献と
しては， BESSON(A.), 《<Le Code des assurances≫, RGAT 1976, p. 465 et s. がある。
88) Loi n°81-5 du 7 janvier 1981 relative au contrat d'assurance et aux operations 
de capitalisation ; J.0., 8 janvier 1981, p. 196. 
89) 保険法典の規定は，原則として，強行規定であり， L.111-2条がその例外を定
めている。この L.111-2条には， L.113-1条が列挙されていないため，原則通り
強行規定となるのである。LAMBERT-FAIVRE(Y.) et LEVENEUR (L.), op. cit. (6), n° 
119, p. 120. 
90) MAYAUX (L.), Traite de droit des assurances, t. 3,Le contrat d'assurance, sous la 
direction de BIGOT (J.), LGDJ, 2002, n°1126, p. 829. 
91) 18世紀に， Dunodde Charnageは，「禁止 prohibitionより生ずる無効は，この
場合，絶対的 absoluなり。その故は，法律なるものは，自らが禁止する行為に対
しては，継続的かつそれ自体によりて抵抗することに，在り」と述べていた。要す
るに，絶対的無効により傷つけられた契約は，法的には不存在なものであった。
Dunod de Charnageは，「この無効は，公的当事者 partiepubliqueによりてのみ
ならず，また，総ての種の人によりても駁撃せ objecterられうるものにして，こ
れに際して，人は，彼らに対して，彼らは，第三者の権利たるものを主張すとて，
攻繋することをえず。しかして，裁判官は，無効が何びとよりも主張せられざると
きといえども，それを職権的に考慮しうるものなり」と述べた。A.デュマ「フ／
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できるとされている92)。
2-3. 小括
保険から除外されるフォートについての条文の変遷のみに言及すると，以下
のような推移がみられる。
1904年草案以前では，故意 (dol) と同一視される重いフォート (faute
lourde) を保障の対象とする保険契約は無効であると解されていたため， 1904
年草案も被保険者の fauteintentionnelleまたは重いフォート (fautelourde) 
によって生じた損害については，保険者は責任を負わないとしていた。
1920年草案では，重いフォート (fautelourde)が許し難いフォート (faute
inexcusable) に変更されたが， 1922年の Saillardの報告により，被保険者の
faute intentionnelleによって生じた損害についてのみ保険者は責任を負わない
とすべきとの提案がなされた。
その後， 1925年草案では， ≪fauteintentionnelle ou dolosive≫ に文言が変更
されているが，その趣旨説明では， ≪dolosive≫ という形容詞は， ≪intention-
nelle≫ という形容詞に何も付け加えておらず，それらは同等であると述べら
れていた。そして，意図 (intention) をもって引き起こされた損害はすべて
dolosiveなのであり，故意 (dol) とは，債務 (obligation) に対する意図的な
違反 (manquementintentionnel) であるとも述べられていt~93) 
＼ランス古法における債務法史」『フランス債務法史塙浩著作集15』（信山社， 1998
年） 301頁参照。
また， J.ブリソ「フランス私法史―ー一債務法の部—-」「フランス債務法史塙
浩著作集15』（信山社， 1998年） 658頁によれば，絶対的無効は，同意の欠如，目的
または原因の欠如， 目的のまたは原因の違法性もしくは不道徳性から生じるとされ
る。
92) MAYAUX (L.), op. cit. (90), n°1126, p. 829. 
93) 意図をもって引き起こされた損害と義務の違反という 2つの概念は異なるように
見え，同等性はあまりはっきりしない。それゆえ，当時， fauteintentionnelleによ
るfautedolosiveの吸収が準備作業で考えられていたかどうかは定かではない。ま
た，なぜ立法者が ≪intentionnelle≫ と≪dolosive≫ という 2つの語を維持したのか
は明らかではない。 KULLMANN(J.), Lamy assurances 2012, dir. KULLMANN (J.), n°/' 
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以上の立法過程の検討からわかることは主に 2つある。
第 1に， 1904年草案の段階では，被保険者の重いフォート (fautelourde) 
によって生じた損害については，保険者は責任を負わないとされていたのに対
し， 1930年 7月13日付法は，重いフォート (fautelourde) によって生じた損
害を保障の対象とすることを認めていることである。すなわち， 1930年7月13
日付法は，重いフォート (fautelourde)とは一線を画する故意 (dol)のみ―-
つまり， culpalata dolo aequiparatur (重過失は故意と同一視される）という
法格言は，保険については妥当しない—を免責の対象としていることである。
第 2に， 1930年7月13日付法の制定当時，少なくとも，立法者意思として，
dolはfauteintentionnelleと同義であり， ≪dolosive≫ に固有の意味は与えられ
ていなかったことである。
したがって， 1930年 7月13日付法制定当時においては， fauteintentionnelle 
ou dolosiveは「故意的」フォートであったといってよい94¥
以下では， 1930年 7月13日付法が施行されてから， fauteintentionnelle ou 
dolosiveの内容が変化したのかどうかを検討することにする。
'-1308, p. 481. 
Planiolが，当時， fauteを「先存する債務に対する違反」と定義していたことか
らすれば，「債務に対する故意的違反 (manquementintentionnel)」と定義される
dolは， fauteintentionnelleと同じ意味になるように思われる。
また，現在では，この文言を修正すべきと主張する者もいる。「1930年の立法者
は ≪intentionnel≫ という形容詞に ≪dolosif≫ という形容詞を無意味に付け加えた
のである。学説および判例に従えば， «intentionnel ►> という形容詞に何も付け加え
ず， 1方1皇，疑念および曖昧さしか与えないこの ≪dolosif≫ という形容詞を法律から
消去することが望ましい。要するに， ≪fauteintentionnelle ou dolosive >► という法
律表現は間違っているのである。あらゆる語義の疑念を避けるためには，
≪dommage volotaire ►> または «sinistre volontaire ►> という表現の方が，保険法固
有の規範を理解するうえで，ヨリ明確であろう」。 LAMBERT-FAIVRE(Y.) et LEVENE UR 
(L.), op. cit. (6), n°386, p. 305. 
94) したがって，大森・前掲注(7)41頁が， fauteintentionnelle ou dolosiveを「故意
的過失」と訳したのは， ≪faute>► を「過失」と訳すかどうかは別として，正当であ
る。
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